
            社団法人　生活経済政策研究所

 

  　　　　　 ２０１１年度（平成２３年度）収支決算書
               ２０１１（平成２３）年５月１日～２０１２（平成２４）年４月３０日

  大勘定科目    中 勘 定 科 目     予 算 額　 決　算　額    差      異    備   考

基本財産等運用収入 30,000 11,721 18,279

　 運用基金等利息 30,000 11,721 18,279

会費収入 　　　　　　　　　　 36,939,000 36,529,200 409,800

正会員普通会費収入 500,000 473,000 27,000

正会員特別会費収入 1,440,000 1,230,000 210,000

正会員団体会費収入 25,264,000 25,269,000 △ 5,000

賛助会員団体会費収入 7,980,000 7,981,000 △ 1,000

賛助会員普通会費収入 1,650,000 1,471,200 178,800

賛助会員地域団体会費 105,000 105,000 0   

負担金収入等 受託調査収入 2,000,000 8,000,000 △ 6,000,000

自律システム研究会 2,000,000 2,000,000 0

保育と地域労働市場研 0 1,000,000 △ 1,000,000

民主党提言プロジェクト 0 5,000,000 △ 5,000,000

その他収入 520,000 296,552 223,448

その他の収入 500,000 296,552 203,448

雑収入 20,000 0 20,000

特定預金取崩収入 0 0 0

福利厚生基金取崩収入 0 0 0

  当期収入合計　(A） 39,489,000 44,837,473 △ 5,348,473



ト

（２） 支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：

大勘定科目 中勘定科目 予　算　額 決　算　額 差　　　異 備　考

事　業　費 28,200,000 30,438,916 △ 2,238,916

（研究員人件費） 8,300,000 8,136,948 163,052

　　研究員給与 7,500,000 7,472,471 27,529

　　諸　手　当 800,000 664,477 135,523

（調査研究費） 3,400,000 3,136,290 263,710

地域生活公共研究 1,100,000 1,452,821 △ 352,821

税のあり方研究 500,000 202,310 297,690

比較労働運動・社会民主研 1,000,000 691,225 308,775

　　図 書 費 800,000 789,934 10,066

（受託調査費） 3,800,000 7,372,668 △ 3,572,668

人口減少社会の公共サービ
ス

800,000 748,144 51,856

自律システム研究会 2,000,000 1,929,462 70,538

保育と地域労働市場研究会 1,000,000 654,425 345,575

民主党緊急提言プロジェク 0 4,040,637 △ 4,040,637

（研究会費） 1,700,000 1,481,368 218,632

　　シンポジウム 1,200,000 1,049,847 150,153

　　月例研究会 400,000 368,711 31,289

社会的企業研究会 100,000 62,810 37,190

（印刷製本費） 10,300,000 9,618,952 681,048

　　月刊誌等 9,500,000 9,061,094 438,906

　　生活研ブックス 800,000 557,858 242,142

（事業事務費） 700,000 692,690 7,310

　　事業関係事務費 700,000 692,690 7,310



（単位：円）

大勘定科目 中勘定科目 予　算　額 決　算　額 差　　　異 備　考

管　理　費 15,040,000 14,232,642 807,358

（人　件　費） 2,950,000 2,801,198 148,802

　　給　　与 2,500,000 2,386,183 113,817

　　諸 手 当 450,000 415,015 34,985

（事務所費） 6,200,000 6,084,670 115,330

　　賃 借 料 6,050,000 5,941,040 108,960

　　消耗備品費 150,000 143,630 6,370

（事　務　費） 2,790,000 2,702,503 87,497

　　通 信 費 450,000 390,893 59,107

　　通信運搬費 200,000 197,505 2,495

　　旅　　費 300,000 236,280 63,720

　　消耗品費 300,000 298,307 1,693

　　公租公課 70,000 70,000 0

　　支払手数料 120,000 94,895 25,105

　　複 写 費 250,000 242,279 7,721

　　謝　　金 600,000 679,595 △ 79,595

　　雑　　費 500,000 492,749 7,251

（運　営　費） 1,800,000 1,550,459 249,541

　　総 会 費 500,000 297,307 202,693

　　会議費等 800,000 771,051 28,949

　　渉 外 費 500,000 482,101 17,899

（福利厚生費） 200,000 181,498 18,502

（法定福利費） 1,100,000 912,314 187,686

固定資産支出 150,000 0 150,000

（備品購入支出） 150,000 0 150,000

予　備　費 1,000,000 0 1,000,000

当期支出合計（B） 44,390,000 44,671,558 △ 281,558

当期収支差額（A）－（B）＝（C） △ 4,901,000 165,915 △ 5,066,915

前期繰越収支差額(D） 15,133,028 15,133,028 0

次期繰越収支差額（C）＋（D） 10,232,028 15,298,943 △ 5,066,915



様式１

貸　借　対　照　表
平成24年 4月30日現在

科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ　　資産の部

　1.流動資産

　　　　現金預金 11,014,957 10,149,429 865,528

　　　　有価証券 5,262,805 5,255,831 6,974

　　　　未収金 1,101,824 1,355,612 △ 253,788

　　　　前払費用 1,348,135 1,244,037 104,098

　　　流動資産合計 18,727,721 18,004,909 722,812

　2.固定資産 0

 　（1）基本財産 0

　　　　　預金 1,000,000 1,000,000 0

　　  　基本財産合計 1,000,000 1,000,000 0

　 （2）特定資産 0

　　 　　 運用基金定期預金 0 0 0

　　　 　 退職給与積立預金 0 0 0

　　　　  福利厚生積立預金 0 0 0

　　　  特定資産合計 0 0 0

　 （3）その他固定資産 0

　　　  電話加入権 6,000 160,000 △ 154,000

　　　  備品 156,789 367,308 △ 210,519

そ 他固定資産合計　　 　 その他固定資産合計 162,789 527,308 △△ 364,519

　　 　 固定資産合計 1,162,789 1,527,308 △ 364,519

　　 　 資産合計 19,890,510 19,532,217 358,293

Ⅱ　負債の部 0

　1.流動負債 0

　　　　前受金 3,047,000 2,297,000 750,000

　　　　未払金 0 203,260 △ 203,260

　　　　預り金 381,778 371,621 10,157

　　　流動負債合計 3,428,778 2,871,881 556,897

　2.固定負債 0

　　　　退職給与引当金 0

　　　　福利厚生引当金 0 0 0

　　　固定負債合計 0 0 0

　　　負債合計 3,428,778 2,871,881 556,897

Ⅲ　正味財産の部 0

　1.指定正味財産 0

　　　指定正味財産合計 0 0 0

　2.一般正味財産 16,461,732 16,660,336 △ 198,604

　　　（うち基本財産への充当額） 1,000,000 1,000,000 0

　　　（うち特定資産への充当額） 0 0 0

　　　正味財産合計 16,461,732 16,660,336 △ 198,604

　　　負債及び正味財産合計 19,890,510 19,532,217 358,293



様式２

正味財産増減計算書
平成23年5月1日から平成24年4月30日まで

科　　目 当年度 前年度 増減

１　一般正味財産増減の部

　1.　経常増減の部

　　（1）　経常収益

　　　　①基本財産運用益 11,721 33,757 △ 22,036

　　　　　　運用基金等利息 11,721 33,757 △ 22,036

　　　　②受取会費 36,529,200 36,770,824 △ 241,624

　　　　　　正会員普通会費 473,000 529,824 △ 56,824

　　　　　　正会員特別会費 1,230,000 1,308,000 △ 78,000

　　　　　　正会員団体会費 25,269,000 25,264,000 5,000

　　　　　　賛助会員団体会費 7,981,000 7,980,000 1,000

　　　　　　賛助会員普通会費 1,471,200 1,599,000 △ 127,800

　　　　　　賛助会員地域団体会費 105,000 90,000 15,000

　　　　③受託調査収入 8,000,000 2,000,000 6,000,000

　　　　　　人口減少社会の公共サービス 0 0 0

　　　　　　自律システム研究会 2,000,000 2,000,000 0

　　　　　　保育と地域労働市場研究会 1,000,000 0 1,000,000

            民主党への提言プロジェクト 5,000,000 0 5,000,000

　　　　④その他の収入 296,552 449,437 △ 152,885

　　　　　　その他の収入 296,552 434,137 △ 137,585

　　　　　　雑収入 0 15,300 △ 15,300

　　　　⑤期末整理収入 0 0 0

　　　　⑥特定預金取崩収入 0 2,500,000 △ 2,500,000

　　　　経常収益計 44,837,473 41,754,018 3,083,455

　　（2）　経常費用

　　　　①事業費

　　　　　　研究員人件費 8,136,948 4,493,330 3,643,618

　　　　　　　研究員給与 7,472,471 4,280,000 3,192,471

　　　　　　　研究員諸手当 664,477 213,330 451,147

　　　　　　調査研究費 3,136,290 2,636,501 499,789

　　　　　　　税のあり方研究 202,310 993,428 △ 791,118

　　　　　　　比較労働運動・社民主義研究 691,225 0 691,225

　　　　　　　地域生活公共研究 1,452,821 858,620 594,201

　　　　　　　図書費 789,934 784,453 5,481

　　　　　　受託調査費 7,372,668 1,854,722 5,517,946

　　　　　　　人口減少社会の公共サービス 748,144 1,423,033 △ 674,889

　　　　　　　自律システム研究 1,929,462 243,189 1,686,273

　　　　　　　保育と地域労働市場研究 654,425 188,500 465,925

　　　　　　　民主党への提言プロジェクト 4,040,637 0 4,040,637

　　　　　　研究会費 1,481,368 1,342,062 139,306

　　　　　　　シンポジウム 1,049,847 936,980 112,867

　　　　　　　月例研 368,711 305,082 63,629

　　　　　　　社会的企業研究会 62,810 100,000 △ 37,190



生活研ブックス 397 950 397 950

　　　　　　印刷製本費 9,618,952 10,530,883 △ 911,931

　　　　　　　月刊誌 9,061,094 10,132,933 △ 1,071,839

　　　　　　　生活研ブックス 557,858 397,950 159,908
00

　　　　　　事業事務費 692,690 695,918
0

△ 3,228

　　　　②管理費

　　　　　　人件費 2,801,198 8,795,016 △ 5,993,818

　　　　　　　給与 2,386,183 4,265,008 △ 1,878,825

　　　　　　　諸手当 415,015 4,130,008 △ 3,714,993

　　　　　　　退職金 0 400,000 △ 400,000

　　　　　　事務所費 6,084,670 6,151,648 △ 66,978

　　　　　　　賃借料 5,941,040 6,004,110 △ 63,070

　　　　　　　消耗備品費 143,630 147,538 △ 3,908

　　　　　　事務費 2,702,503 3,149,242 △ 446,739

　　　　　　　通信費 390,893 444,591 △ 53,698

　　　　　　　通信運搬費 197,505 196,131 1,374

　　　　　　　旅費 236,280 298,180 △ 61,900

　　　　　　　消耗品費 298,307 294,610 3,697

　　　　　　　公租公課 70,000 70,000 0

　　　　　　　支払手数料 94,895 114,036 △ 19,141

　　　　　　　複写費 242,279 249,432 △ 7,153

　　　　　　　謝金 679,595 991,039 △ 311,444

　　　　　　　雑費 492,749 491,223 1,526

　　　　　　運営費 1,550,459 1,627,690 △ 77,231

　　　　　　　総会費 297,307 334,340 △ 37,033

　　　　　　　会議費等 771,051 797,470 △ 26,419

　　　　　　　渉外費 482,101 495,880 △ 13,779

　　　　　　福利厚生費 181,498 196,468 △ 14,970

　　　　　　法定福利費 912,314 862,987 49,327

　　　　　　什器備品減価償却費 364,519 173,302 191,217

　　　　③その他の支出 0 389,600 △ 389,600

　　　　経常費用計 45,036,077 42,899,369 2,136,708

　　　　　当期一般正味財産増減額 △ 198,604 △ 1,145,351 946,747

　　　　　一般正味財産期首残高 16,660,336 16,805,687 △ 145,351

　　　　　一般正味財産期末残高 15,461,732 15,660,336 △ 198,604

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　　当期正味財産増減額 0 0 0

　　　　　指定正味財産期首残高 0 0 0

　　　　　指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 16,461,732 16,660,336 △ 198,604

　　　　　　



計算書類に対する注記(23 年度) 
 

1.重要な会計方針 
①有価証券の評価基準および評価方法について 
 取得原価である 
②固定資産の減価償却について 
 定額法で取得価額より直接償却してある。 
会計ソフトについては新ソフト導入により、全額償却した。 
電話債券については、時価相当分を除いて全額償却した。 

③福利厚生引当金の計上基準について 
 事務局員の利便および健康増進に寄与するもの。 
④消費税等の会計処理 
 消費税等の会計処理は、税込方式による。 
⑤基本財産及び特定預金の利息の扱いについて 
 基本財産及び特定預金の利息分は、流動資産に振り替える。 
 
2.基本財産の増減額及びその残高 

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
基本財産    
 預 金 1,000,000 0 0 1,000,000

小 計 1,000,000 0 0 1,000,000
合 計 1,000,000 0 0 1,000,000

 
3.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 
備  品 941,292 784,503 156,789
合 計 941,292 784,503 156,789

取得価額は、個々の資産の取得価額の合計価額である。 
当期は備品の購入は行わなかった。 
 
4.電話加入権の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 
電話加入権 160,000 154,000 6,000
合 計 160,000 154,000 6,000
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